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千葉市の沖積層内湾堆積物から発見された
海綿動物化石

খদݪ७ࢠ��ʣɾٶྑయ �ʣɾҏ༏࢙ �ʣ

2014 年 12 月に幕張海浜公園内の砂浜で沖積層のボー

リング調査を行ったところ（第 1 図），ボーリングコア中

に白い繊維状の濃集層が見つかった（第 2 図，第 3 図）．

肉眼では人工物（厚紙）が挟まっているように見えたもの

の，コアの採取深度は 30.45-30.60 m と深く，想定され

る堆積年代は更新世末期から完新世初期（18.8–9.5 ka；宮

地ほか，2016）であったため，人工物ではなく海生生物の

遺骸であろうと推測した．顕微鏡で観察すると非晶質の透

明な物質からなる中空のまっすぐな管であった（第 4 図）．

その中に矢印状の末端を持つ管（後向三叉体）が含まれて

いたので（第 5 図），海綿動物の骨片（海綿骨針）であると

結論した．沖積層に海綿骨針が含まれている例は国内でも

知られ（川村・塩田，2010），一般に海浜堆積物中にも含

まれることは多い．しかし，今回のように層状に濃集して

発見されたという報告は見つけることができなかった．泥

質な内湾堆積物中に濃集しているという産状から，水流に

1）産総研 地質調査総合センター地質情報研究部門　2）産総研 企画本部　3）名古屋大学大学院　理学研究科　附属臨海実験所
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よるリワークは受けておらず，海綿動物の個体が泥に埋も

れ圧密で潰れてできた現地性のものと考えられる．この海

綿動物は，骨片の特徴，硬い基盤に固着しないこと，内湾

泥底に棲息していた可能性があることから，マルカイメン

属の 1 種 Tetilla sp. であると考えられる．産総研が東京湾

の千葉県沿岸で実施したボーリング調査では複数の地点で

同様の産状を示す海綿骨針が見つかっており，当時は普遍

的に棲息していたと推測される．関東近郊の内湾環境にお

いては，1970 年代前半までマルカイメン属のトウナスカ

イメンやグミカイメンが豊富に分布していたが，近年これ

らの海綿動物はほとんど見つかっていない．今後は海綿動

物の同定を進めることで海綿動物から示唆される環境特性

や保存過程などを検討していく予定である．
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（2016）Sponge spicules observed in Holocene inner-bay 
deposit, Chiba City.
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長期の断層活動性を評価する手法の開発を目指して： 
手法の紹介とその適用事例

େ௶ɹ �ʣ

１．はじめに

活断層・火山研究部門地質変動研究グループでは，10

万年～100 万年という長期的な時間スケールにおける，

断層活動や隆起浸食などの地質変動の調査・研究を行って

います．現在，日本列島で地質変動が激しいところ，例え

ば新潟地域や秋田地域の日本海東縁地域のいわゆる油・ガ

ス田地域では，人類が地球上に出現した第四紀に堆積した

比較的若い地層（100 万年前や 200 万年前の地層）が水平

方向からの押しの力によって大きく “ ぐにゃっ ” と曲がっ

ている様子（活褶曲変形）を観察することができます（第 1

図）．私たちはこのような大変形や地質変動の長時間での

成り立ちを研究しています．具体的には，過去の地質変動

の解析を高精度に行い，精緻な地質変動のプロセスやその

要因に対する科学的な解釈を行っています．なぜなら，過

去の地質変動の歴史を精度よく知ることにより，地質変動

の将来予測に対する科学的信頼性の向上ができると考えら

れるためです．このような長期の地質変動を明らかにする

ことは，放射性廃棄物の地層処分，二酸化炭素の地中貯留

やその他地下利用を行う際の地質環境の長期安定性を評価

する上で重要です．その研究例の 1 つとして，筆者が中

心となって研究を行っている，長期の断層活動性評価の研

キーワード： 活断層，地質断層，再活動，応力，スリップテンデンシー，内陸地震，
変形，地殻

１）産総研 地質調査総合センター活断層・火山研究部門

究について紹介します．例えば，日本列島に存在する活断

層の活動開始の時期に注目してみると，全国一斉に活断層

が活動的になったわけではなく，比較的早い時期（250 万

年前など）に活断層が活動を開始したところもあれば，そ

うではなくて最近（80 万年前など）になって活動を開始し

た地域もあることが報告されています（第 2 図，道家ほか，

2012）．プレート運動方向が変化する時間スケールの最小

単位である 100 万年，もしくはもっと長い時間では，あ

るところでは断層活動のような地質変動が活動的だったと

しても，違うところではそれが活動的ではないことがある

ということです．第 1 図で紹介しました日本海東縁地域

で認められる活褶曲変形は海側から陸側へその活動場が移

動していることが地質学的地形学的情報から読み取れます

（第 3 図，Otsubo and Miyakawa，2016）．

２．地殻応力の空間的な広がりを把握する

断層活動を含む地殻の変形発達の主な源は地殻に働く応

力（単位面積あたりに働く力）です．そのため，地殻に働

く応力の空間的な広がりや各地域での応力の特徴をうまく

理解することが必要です．応力の空間的な広がりは，各地

での断層の動く方向を規制したり，後述する断層の動きや

ୈ �ਤɹ�৽ׁதӽҬͰೝΊΒΕΔۂ᧞׆ͷ࿐಄ɽ৽ׁݝԬࢢෆಈ
ㆪ㇋ ㆧ

ग़ɽෆಈग़ͷौ
㆗ㆶㆿㆋ㇏

ւӈ؛ͷ֑ͰݟΒΕΔ͜ͷ࿐಄ɼୈ࢛紀ʹ
౦ʕೆʹԆͼɼ྆ཌྷ͕͕࣠ۂ᧞ʣͰ͢ɽࣼʢۂ᧞׆͞Εͭͭ͋Δɼ͍ΘΏΔܗ �� ʙ˃ �� ���Ͱ͢ɽࣼରশతͳͨࣼ͠˃ ສ
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すさに影響を与えたりします．各地域の現在の応力の情報

は地震データなどから統計解析によって求めることができ

ます．これまで多くの地震学者が求めた現在の応力の情報

を使って，例えばある活断層周辺の地殻に働く現在の応力

の空間的な広がりを検討することが可能です．応力は “ テ

ンソル ” という物理量ですが，ここでは各地域間でのその

物理量の「近さ（類似性）」を評価することが鍵となります．

その際には応力に対して統計解析を行って，その結果を地

図上に表示します（Otsubo et al ., 2013a）．岐阜県飛騨高

山地域にある活断層である跡津川断層周辺での応力の空

間的な広がりを研究した例を紹介します．跡津川断層は，

1858 年 4 月 9 日（安政 5 年 2 月 26 日）にマグニチュー

ド 7.0 から 7.1 と推定される飛越地震を引き起こしたと考

えられています．まず，最大圧縮の応力方向と跡津川断層

の断層面のなす角度（Reference stress）が 30°となるよう

な横ずれ断層を生成する応力（跡津川断層が相対的にすべ

りやすい応力）を基準応力とします．この基準応力と跡津

川断層周辺での地震データ（Katsumata et al ., 2010）から

明らかになった応力との「近さ」を評価してみると，跡津

川断層周辺の応力の空間的な広がりが一様でないことが

マッピングを通して見えてきます（第 4 図）．第 4 図の色

ୈ �ਤɹ�ຊւ౦ԑҬʢळాҬ͓Αͼ৽ׁҬʣͰͷʢࠨʣ᧞ۂͷ᧞࣠ۂͱܗతྏઢͷζϨͱɼʢӈʣ྆ ऀͷζϨ͔Βਪఆ͞Ε
Δ᧞ൃۂୡͷҠಈϞσϧʢ0UTVCP�BOE�.JZBLBXBɼ�����ʣɽ7�'� Րࢁϑϩϯτɽ͜ͷҬͰͷୈ࢛紀ଯੵԼͷٯ
அ׆ಈʹΑͬͯ᧞ۂม͠ܗ· ʢ্͢ʹತͱͳΓ·͢ʣɽ᧞ۂม͕ܗௐʹͳΔͱ৵৯࡞༻͕༏ͱͳΓɼྏઢͱ᧞࣠ۂ
ͷζϨ͕֦େ͠·͢ɽ͜͜Ͱɼྏઢͱ᧞࣠ۂͷζϨΛ᧞ൃۂୡ߹͍ͷࢦඪͱͯ͠ɼζϨͷখ͍͞ํ͕᧞ൃۂୡதͰ͋
Δ͜ͱΛࣔ͠·͢ࠨɽ ਤͰ֤᧞࣠ۂʹζϨͷఔΛண৭͍ͯ͠·͢ɽஆ৭ͣΕ͕খ͍͜͞ͱΛࣔ͠·͢ɽ͜ ͷζϨɼ
͓͓ΉͶւଆ͕େͰɼଆ͕খͱͳ͍ͬͯ·͢ɽ͜Εมܗ͕ւଆ͔ΒଆͷҠಈΛ͍ࣔࠦͯ͠·͢ʢӈਤʣɽ�
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の広がりが応力の空間的な広がりを示していて，ここで

はより寒色の領域が設定した基準応力に近い応力（跡津川

断層が相対的にすべりやすい応力）が広がる領域となりま

す．このことは，一つの活断層に対して，跡津川断層で

は，東西で異なる応力が働いていた可能性を示すもので

す．また，応力の把握に関しては，地震のデータから時

間的空間的に変動する地下の応力状態をきめ細かく把握す

ることが可能となる応力推定法（Otsubo et al ., 2008）や，

ボーリングコアを切る断層面を用いた応力推定法（大坪ほ

か，2009）を開発して，応力の時間的空間的な変化にお

ける断層の再活動性の検証なども行っています .

３．力学的な基準によって断層の活動性を評価する

地殻に働く応力の情報を用いて，力学的な基準による断

層活動性を評価する手法の開発を目指した研究を行ってい

ます．ここでの研究のミソは，「現在の応力の下で動きや

すい断層が活断層であって，現在の応力の下で動きにくい

断層は活断層ではないかもしれない」という考え方です．

力学的な基準による断層活動性評価の利点は，現在取得可

能な力学的パラメータにより活動性を評価できることで

す．断層の活動性評価に関して，国内では，第四紀堆積物

や変動地形を指標に活断層の抽出とその活動度評価が広く

行われてきました．しかし，活断層の活動時期を把握する

ための堆積物が欠如する場合や低活動性断層を対象とする

場合には，これらの手法による評価が難しい場合がありま

す．力学的評価手法は，堆積物などの上載地層を欠き活動

履歴が不明な場合や変動地形が不明瞭な場合であっても，

断層の活動性を評価できる可能性があります．また，従来

の活断層で想定されるような数万年の時間を超える活動の

再来周期を有する断層においても，活動性を評価できる可

能性があります．今回紹介する手法では，空間的な広がり

をもつ応力および断層形状をもとに，各断層面に作用する

応力を計算し，その応力下での断層の姿勢に対する動きや

すさを表すスリップテンデンシー（Morris et al ., 1996）を

計算します．3 つの主応力（最大，中間，最小の圧縮応力）

軸の方向と応力比から断層面に働くせん断応力τと垂直応

力σn の比を計算することができて，それがスリップテン

デンシー（略して ST と呼ぶことにします）という値です（0 

≦ ST ≦ 1 で規格化することがあります）（第 5 図）． 

ここで 2 つ事例を紹介します．まず東北地方における

活断層に ST による活動性評価を実施した例を紹介しま

す．研究の結果，東北地方における活断層の ST は現在の

応力（東西方向の最大圧縮をもつ応力）の下で全体的に高

ୈ �ਤɹذ�ෞݝඈଭ高ࢁҬʹ͋Δஅʢ͜ͷਤͰͷ "'ʣपล
ͷԼ �ʙ ���LN ͰͷԠྗͷۭؒతͳ͕ΓɽӈԣͣΕͷ
அͰ͋ΔஅͷଆྖҬͰͷԠྗͷۭؒతͳ׆
ͳΕʹܥ৭פɽ৭͕ృΒΕͨྖҬ͕ͨ͠·͠౼ݕΓΛ͕
ͳΔ΄Ͳɼ͜͜Ͱஅ͕૬ରతʹ׆ಈ͍͢͠
ԠྗͰ͋Δ͜ͱΛࣔ͠·͢ɽ
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いことが分かりました（第 6 図；Miyakawa and Otsubo， 

2015a）．東北地方における活断層の多く（全体の約 80％

の活断層）が 0.7 を超える高い ST の値（高い活動度）を示

します．このことから，ST の値に基づく断層活動性評価

手法により，活断層のほとんどを “ 活動的 ” と適切に評価

できる可能性を示しました．ST の値が小さい活断層に関

しては，①局所的な応力，②地下深部での断層姿勢，③間

隙水圧の寄与，などが原因と考えています．

次に，一つの活断層に注目して詳しく ST を検討した例

を紹介します．ここでは 2011 年 4 月 11 日に福島県いわ

き市周辺で発生した福島県浜通りの地震（Mw = 6.6）を扱

います．この地震は 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地

方太平洋沖地震（Mw = 9.0）の一か月後に発生し，井戸沢

断層および湯ノ岳断層沿いで地表に最大約 2 m の垂直変

位をもつ地震断層が露出しました（第 7 図；Otsubo et al ., 

2013b）．この内陸地震が発生したいわき市周辺は，地形

に明瞭な断層変位がこれまで認められなかった地域であ

り，かつ地震活動が活発ではない地域でした．これまでの

研究で，いわき地域での東北地方太平洋沖地震発生前の応

力場と東北地方太平洋沖地震発生直後から 2011 年 4 月

11 日の福島県浜通り地震発生直前の応力場が推定されて
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います（Imanishi et al. , 2012；Otsubo et al ., 2013b）．また，

福島県浜通り地震時に活動した井戸沢断層および湯ノ岳

断層の地下での深部形状が推定されています（Fukushima 

et al ., 2013）．以上の応力および断層形状をもとに，各

断層面に作用する応力と ST を計算しました（第 8 図；

Miyakawa and Otsubo， 2015b）．計算された ST から，東

北地方太平洋沖地震の前後で，井戸沢断層および湯ノ岳断

層の活動性の変化が明らかになりました．東北地方太平洋

沖地震前の応力場では，井戸沢断層および湯ノ岳断層はい

ずれも低い ST の値を示し，活動性が低かったと推定され

ます．一方，東北地方太平洋沖地震後の応力場では，井

戸沢断層（第 8 図の IE および IW）および湯ノ岳断層（第 8

図の Yd）はいずれも高い ST の値（約 0.7 ～ 0.8）を示し，

活動性が高かったと推定されます．これは東北地方太平洋

沖地震発生によって，いわき地域周辺下の地殻では井戸沢

断層と湯ノ岳断層が動きやすい応力状態に変化したことを

示します． 

４．おわりに

本断層活動を含む地殻の変形に関して，地殻に働いてい

る応力の空間的な広がりや断層の活動性評価の研究を紹介

しました．地震や火山の活動が活発である日本列島におい

て，「なぜそこが変形するのか？（逆に変形しないのか？）」

や「なぜそこで断層が動くのか？（逆に動かないのか？）」

などの問題を明らかにするには，10 万年～100 万年とい

う長期の視点に立って，これまでの理論やモデルが正しい

どうかを現場（野外）で検証し，その検証結果を理論やモ

デルに反映させることが必要です．また，その際には実験

を行いながら確かめていく必要があります．そのため今後

も，私たちは研究で①野外調査，②理論構築，③実験をバ

ランスよく行い，長期的な地質変動を明らかにしていきた

いと考えています．また，一つの専門分野に偏らず，幅広

い専門性をもつことを意識し，国内外研究者と連携をとり

ながら研究を行うことが重要と考えています．
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少人数で実施する反射法地震探査
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１．はじめに

反射法地震探査とは，弾性波を用いて地下の構造を知る

物理探査手法であり，資源探査等に使われている．具体的

には，多数のジオフォンを地表に展開し，多数の地点で発

震することにより，多数の発震点と受振点の組み合わせで

取得したデータを処理するものである．効率的にデータを

取得するためには作業員を増やすことが手っ取り早く，一

般的には多数の作業員を動員して探査を実施している．し

かしながら，探査に割けるリソースは有限であるため，作

業員を確保できない場合もある．我が国の人口減少も相

まって，将来そのようなケースが増えることが予想される．

一般に，反射法地震探査の探査深度は測線の展開長の 4

分の 1 から 2 分の 1 程度と言われている．資源探査のよ

うな深さ数 km をターゲットとする探査では，数 km の長

さに受振器を展開する必要があり，作業員数を減らすこと

はなかなか困難である．一方，地盤調査や活断層調査を目

的とした深さ数十 m から 200 m 程度の浅部をターゲット

とする探査ならば，ある程度は作業員数を減らすことは可

能かもしれない．そこで筆者らは浅層探査において動員す

る作業員を減らしつつも効率的にデータを取得することに

取り組むことにした．

２．発震作業の効率化

反射法地震探査の作業は，発震に関わる作業と受振に関

わる作業に大別される（第 1 図）．それぞれの作業を 1 人

で実施できれば，計 2 人で探査を実施できる．筆者らは

最初に発震作業の効率化に取り組んだ．

簡便な発震作業として，まず掛矢の使用が思い浮かぶ．

一般に探査深度が浅い程，高分解能な結果が期待される．

S 波は P 波よりも伝播速度が遅いため，高分解能な結果を

得るのには適している．浅層探査ということで S 波を発震

させる場合，地面に板を置き，掛矢で板を横から叩く（写

真 1）．この際，板に与えた衝撃をより効率的に地面に伝

えるために，板と地面とのカップリングが大変重要になる．

板と地面とのカップリングを増加させるには，板の重量を

キーワード：反射法地震探査，探鉱機，地震探査システム１）産総研 地質調査総合センター地質情報研究部門

増やせば良い．しかしながら，発震点の移動の際には板を

移動させる必要がある．取り扱いの容易さとカップリング

のための重量の増加はトレードオフ関係にある．試しに高

さ 20 cm，幅 40 cm，長さ 100 cm の松材を用いてみた

ところ，移動は特に大変ではなかった．欠点は，掛矢で叩

く作業を繰り返すのは想像以上の重労働であったことであ

る．同じ高さから掛矢を振り下ろす場合，掛矢の重量が大

きいほどエネルギーは大きくなるが，取り扱いは大変にな

る． 2016 年 3 月に石垣島で実施した探査では，これま

での経験から重量約 5 kg の掛矢を用いたのであるが，2

ୈ �ਤɹ�ࣹ๏୳ࠪͷ֓೦ਤɽۀ࡞ൃʹؔΘΔͷ
ͱडৼʹؔΘΔͷʹେผ͞ΕΔɽޙड़͢ΔΑ͏ʹ
ൃஔɾडৼஔʹ༷ʑͳͷ͕͋Δɽ

ࣸਅ �ɹ�ֻ Λ༻͍ͨ൘ୟ͖ʹΑΔ 4ൃۀ࡞ͷ༷ࢠɽ͜ͷ
୳ࠪͰ �ਓ͕൘ʹͷͬͯՙॏΛՃ͑ͯൃ͕ͨ͠ɼ
ӨͷͨΊʹ͜ͷࣸਅͰࡱ �ਓ͔͠ͷ͍ͬͯͳ͍ɽ
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人で 20 回／点× 40 点／日，すなわち 800 回／日くらい

が限度であった．

発震作業を人力に頼るには限界があるため，筆者らは

可搬型バイブレーター震源の使用も試みた．使用したの

は Geosym 社製の ElViS III というものである（伊藤ほか，

2014；写真 2）．震動ユニットを交換することで S 波だけ

でなく P 波を発震することも可能である．電源として鉛

蓄電池を用いているが，ケースに入ったバッテリーユニッ

トの重量は 73.5kg であり，震動ユニットと地面とのカッ

プリングを増加させる用途も兼ねている．また，さらにカッ

プリングを増加させるために，発震時には作業者がバッ

テリーユニットの上にのるようメーカーが指示している．

2016 年 9 月に福島県会津若松市で実施した調査で可搬型

バイブレーター震源を用いた際に，比較のために掛矢でも

ࣸਅ �ɹ�ՄൖܕόΠϒϨʔλʔݯΛ༻͍ͨ 4εΠʔϓൃ
һόοςϦʔϢχοτͷ্ʹͷͬۀ࡞ɽࢠͷ༷ۀ࡞
ͯՙॏΛՃ͍͑ͯΔɽ

掛矢による発震記録 可搬型バイブレーター震源による発震記録（相互相関後）

往
復
走
時

（
全
体
が
1秒
）
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発震を行った．発震記録は掛矢と比較すると，短周期成分

が良く生成されている（第 2 図）．欠点は，バッテリーユニッ

トの重量が大きいため，坂道を上りながら発震点を移動す

るのはやや困難なことである．また，バッテリーユニット

の脱着は筆者 1 人では無理であった．

３．受振装置周辺作業の効率化

10 年程前，CDP ケーブルを接続しアナログ信号を 1 台

の探鉱機に集約して記録していた頃は測線上の探鉱機の位

置の制約が大きかった．筆者らが使用していた CDP ケー

ブルは 48 チャンネル仕様であり，96 チャンネルを超え

る探査では中継ケーブル等を使用する必要が生じる．展開

を移動する際には 48 チャンネル仕様の太いケーブルを大

量に移動する必要があるため，作業員を減らすことは困難

であった．

10 年近く前に，筆者らのグループでは分散型の探査シ

ステムを導入した．筆者らが使用しているのはサンコーコ

ンサルタント社製の DSS-12 というものであり，1 台の収

録ユニットで 12 チャンネルを記録するものである（写真

3）．従って，ケーブルは片側 6 チャンネル＋ LAN という

仕様であり，従来の CDP ケーブルと比較して圧倒的に細

く軽量である．また，探査のチャンネル数が増えても中継

ケーブルは不要である．このため，展開移動に携わる作業

員をかなり減らすことが可能となった．しかし当然ながら，

作業が軽減されようとも作業員が多いほど展開移動は早く

進捗するので，バランスを考えながら探査計画を立案する

のに苦慮したものである．
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その後，筆者らのグループでは独立型の探査システムも

導入した．独立型の探査システムは基本的にデータを連続

記録するもので，発震記録は探査後に連続記録から切り出

すものである．筆者らのグループでは，2014 年 1 月から

2 月にかけて富士川河口断層帯で探査を実施したが，その

際に使用していた分散型の探査システムでは富士川を越え

ることができなかった（伊藤・山口，2016）．測線レイア

ウトの自由度をさらに高める目的で独立型の探査システム

である，Geospace 社製の GSX というものを導入した（写

真 4）．このシステムは浅層探査を念頭において製作され

たものではないため，2016 年 3 月に石垣島で実施した

浅層探査では 2 つの問題点が浮上した．1 つ目は，個々

の pod（収録ユニット）を設定する際の問題である．Line 

Viewer と呼ばれるハンドヘルド PC（写真 5）を用いて個々

の pod が測線上のどの測点に配置されているのかを設定

するのであるが，通信には Bluetooth を使用している．そ

れぞれの pod が相互に 20 m 程度離れていれば，同時に

通信できる pod は 1 台か，多くてもせいぜい 3 台程度で

ある．しかし，浅層探査の場合，pod は相互に 1 m 程度

しか離れていないため，数十台の pod を同時に認識して

しまう．この中から目的の pod のシリアル番号を確認し

て測点を設定しなくてはならず，手間がかかることとなっ

た．2 つ目は，データの切り出しの際の問題である．個々

の pod は GPS 受信機を内蔵しており，あまり高精度では

ないものの設置位置の情報を記録している．pod が相互に

20 m 程度離れていれば，その位置情報を手がかりに，処

理ソフトウェアの機能で自動ソートすることが可能であ

る．しかしながら，pod 間の距離が 1 m 程度の場合，こ

の機能はまったく動作せず，やはりシリアル番号を確認し

つつ手動でソートするしかなかった．これらの問題はある

ものの，探査中はほぼ放置しておくことが可能であり，作

業員を減らすことには大いに貢献するものであった．

ࣸਅ �ɹ�ܕࢄ୳ࠪγεςϜͷల։ͷ༷ࢠɽ͍͔ͭ͑͘ݟΔ
੨͍ͷ͕डৼثͰ͋Γɼडৼث �� Λهܗͷݸ
ΦϨϯδ৭ͷऩϢχοτͰ "�% ม͠ɼσΟδλϧ
Խ͞Εͨ৴߸Λ -"/Ͱૹ৴͢Δɽ

ࣸਅ �ɹ�ಠཱܕ୳ࠪγεςϜͷల։ͷ༷ࢠɽӈଆͷϑΣϯε
ʹԊͬͯஔ͞Ε͍ͯΔ্໘ͷന͍Ϣχοτόος
ϦʔͰ͋ΓɼͦΕͧΕͷྡࠨʹஔ͞Ε͍ͯΔͷ͕ QPE
ͱݺΕΔऩϢχοτͰ͋ΔɽडৼثεύΠΫͰ
͔ͬ͠Γͱ໘ʹݻఆͯ͋͠Γɼͷӄͱͳͬͯ΄ͱΜ
Ͳ͍ͯ͑ݟͳ͍ɽ

ࣸਅ �ɹ�-JOF�7JFXFS ͱݺΕΔ QPE ͷಈ֬࡞ೝஔɽ্ʹ
ඈͼग़͍ͯΔ੨͍ͷຊମͱ 64# ଓ͞Ε͓ͯ
Γɼಈ֬࡞ೝ༻ͷΞϓϦέʔγϣϯιϑτΣΞͷ
ϥΠηϯεΛ֬ೝ͢Δυϯάϧͱ #MVFUPPUI ͷΞϯ
ςφΛ݉Ͷ͍ͯΔɽ

４．発震・受振作業の統合

発震・受振作業自体の効率化については上述した．この

他に，作業内容を記録するという作業がある．通常，発震

作業は厳密に測点上で実施することは不可能で，受振器の

設置位置からある程度のオフセットを設けて発震する．こ



GSJ 地質ニュース Vol. 5  No. 8（2016 年 8 月）          243

গਓͰ࣮͢ࢪΔࣹ๏୳ࠪ

ࣸਅ �ɹ�4%3 ͱݺΕΔτϦΨࠁ࣌Λه͢Δஔɽ"69 ೖ
ྗඋ͓͑ͯΓɼόΠϒϨʔλʔݯΛ༻͍ͨ߹ʹ
εΠʔϓ৴߸Λه͢Δ͜ͱ͕ՄͰ͋Δɽ

のオフセット量を記録する必要があり，以下では発震ログ

と呼ぶことにする．一方，受振側では，トリガ時刻と発震

点との対応付けを記録する必要があり，以下では観測ログ

と呼ぶことにする．反射法地震探査では発震失敗やトリガ

失敗が一定程度発生することは避けられないため，これを

確実に記録しなければならない．

上述した独立型の探査システムである GSX では，トリ

ガ時刻を記録するのに SDR（Source Decoder Recorder）

と呼ばれる装置を使用する（写真 6）．この SDR を発震作

業員が持つことにより，発震失敗とトリガ失敗を統一的に

把握することが可能になる．SDR は pod と同様に GPS 受

信機を内蔵しているので，トリガ時刻と発震位置の対応付

けの機能はあるものの，発震点間隔が小さい場合には機能

しない．

そこで，観測ログと発震ログを同時にカメラで記録する

方法を試みた（写真 7）．ほとんどのデジタルカメラには

時刻を映し込む機能がある．発震点がわかるような写真を

撮れば観測ログとして必要な情報は記録される．筆者らは

工事現場用の黒板を用いた．あとは発震ログとして必要な

情報も写真に映し込むために，測量用の伸縮ポールを用い

た．筆者らが使用した伸縮ポールは 20cm ごとに紅白に

塗り分けられており，その程度の精度でオフセット量を認

識できる．

５. 　おわりに

筆者はここ数年，本稿で述べた内容を「1 人でできる反

射法地震探査」というキーフレーズを使って人に説明して

きた．本稿のタイトルも「1 人でできる反射法地震探査」

ࣸਅ �ɹ�ΧϝϥࡱӨʹΑΔϩάͷྫɽࠇ൘શఱީܕͷط
Ͱ͋Δ͕ɼϩά༻ʹهೖ߲ΛΧελϚΠζ͢Δ͜ͱ
ՄͰ͋Δɽ

にしようかとも考えたのであるが，道半ばであり，現状で

は誇大広告となりそうなので自重した．

現状では，掛矢と独立型地震探査システムを用いれば 1

人でも反射法地震探査を実施できそうである．しかしなが

ら本来，反射法地震探査とはイメージングしたいものに合

わせて震源や受振器の種類，発震・受振の間隔や受振器の

チャンネル数を決定するのが筋である．今後は，より幅広

い要求に応えられる工夫が必要であろう．手近なところで

は，たとえば，可搬型バイブレーター震源を 1 人で扱え

るような工夫をすることや，分散型探査システムの制御用

PC を携行しながら発震作業を行えるような工夫をするこ

とが考えられる．

本稿では触れなかったが，反射法地震探査では測点測量

も不可欠である．1 人で扱える光波測量と GPS のハイブ

リッドな装置も市販されているが，高価かつ過剰性能であ

る．もう少し廉価で要求仕様を満たせるようなものが望ま

れるところである．
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東西日本の地質学的境界
【第二話】 見えない不連続

高橋雅紀 �ʣ

１．関東山地の帰属

九州から続く西南日本外帯の帯状配列は赤石山地で北

に大きく屈曲したあと，糸魚川 – 静岡構造線を越えて関

東山地に入ると，今度は西北西 – 東南東方向に延びてい

る．赤石山地と関東山地の地帯配列が漢字の “ 八の字 ” 状

に湾曲しているのは，フィリピン海プレートの運動により

伊豆 – 小笠原弧が北上して，1,500 万年前から現在に至る

キーワード： 関東山地，西南日本外帯，中央構造線，三波川変成帯１）産総研 地質調査総合センター地質情報研究部門

まで本州中央部に衝突し続けてきたからである（Matsuda，

1978；Niitsuma and Matsuda，1985；Amano， 1991

等）．赤石山地と関東山地に挟まれた範囲には，衝突した

伊豆 – 小笠原弧の火山岩類や深成岩類と，衝突された側で

ある関東山地から供給された大量の土砂が厚く堆積して

いて，南部フォッサマグナ（South Fossa Magna）と呼ばれ

ている（第 1 図）．南部フォッサマグナでは，数百万年前

には丹沢ブロックが関東山地に衝突・付加し（Hyodo and 

ୈ �ਤɹೆ෦ϑΥοαϚάφपลҬͷ࣭ਤʢ౻Ԭɾฏాɼ���� ΑΓ࡞ʣɽ



GSJ 地質ニュース Vol. 5  No. 8（2016 年 8 月）          245

౦ຊͷֶ࣭తڥքɹ̡ ୈೋ �r͑ݟͳ͍ෆ࿈ଓ

Niitsuma，1986），現在は伊豆半島が丹沢山地に衝突し続

けている（天野ほか，1986）．南部フォッサマグナは，世

界的にも稀な島弧と島弧の衝突帯である．

一方，諏訪湖から北側にも厚い新生界が分布しており，

北部フォッサマグナ（North Fossa Magna）と呼ばれてい

る（第 2 図）．北部フォッサマグナの厚い海成層は，その

まま北に東北日本弧の背弧堆積盆である新潟 – 秋田油田褶

曲帯へと連続するが，境界は明瞭ではない．北部フォッサ

マグナを埋積した地層は，下部の火山岩から上部の海成層

へ至る一連の層序を示し，大局的には東北日本の新第三系

に対応するが，タービダイトで特徴づけられる海底扇状地

堆積物が発達するなどの相違がある．東北日本の脊梁地域

と同様に深成岩の貫入や各種の火山噴出物も発達するが，

それらは伊豆 – 小笠原弧の火成活動に由来するものではな

い．

このように，ナウマンによって発見・命名されたフォッ

サマグナは，現在では成因の全く異なるふたつの領域に分

けて考えられている．したがって，フォッサマグナの西縁

である糸魚川 – 静岡構造線（矢部，1918）は，現在ではひ

とつながりの断層（構造線）とされているが，初生的には

東に傾斜したリフト縁の正断層である北半分と，西に傾斜

したかつてのプレート沈み込み境界である南半分に区別す

べきであろう．傾斜も成因も全く異なるふたつの断層が今

日の東西圧縮応力場のもとで再活動し，諏訪湖付近の横ず

れ断層によって連結されているのが糸魚川 – 静岡構造線で

ある．

他方，フォッサマグナの東縁がどこにあるのか，日本の

地質学の歴史において長年に亘って議論されてきたが，未

解決の問題であった（武井，1976 に詳しい）．南部フォッ

サマグナの変形した厚い地層の成因を考慮するならば，南

ୈ �ਤɹຊभΛॎஅ͢ΔϑΥοαϚάφʢ౻Ԭɾฏా  ���� ΑΓ࡞ʣɽ
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部フォッサマグナの東縁は関東山地の西側に伏在し，関東

山地（四万十帯）と丹沢山地（丹沢層群）の境界である藤ノ

木 – 愛川構造線（篠木・見上，1954）から相模川付近を大

磯丘陵の東まで南下したあと，葉山層群が露出する江ノ島

から三浦半島の葉山隆起帯，さらに，東方に房総半島の嶺

岡構造帯へ続くと考えられる（第 3 図）．この境界は 1,500

万年前に関東地方に沈み込みを開始したフィリピン海プ

レートと，上盤であるユーラシアプレートとの境界であ

る．

もちろん現在では，プレート境界は丹沢ブロックの衝突

に伴って，伊豆半島との境である神
かんなわ

縄断層および国府津 –

松田断層にシフトしている．そして，地質学的に近い将来

に伊豆ブロックが完全に付加すると，プレート境界はさら

に南方の銭州海嶺の北縁にジャンプすると予想される．南

部フォッサマグナの東縁は，太平洋プレートの沈み込みに

伴う付加体（四万十帯）とフィリピン海プレートの沈み込

みに起因する付加体との境界と定義されよう．とすると，

南部フォッサマグナの西縁は厳密には糸魚川 – 静岡構造線

ではなく，その西側を併走する十枚山構造線が適切である

（第 1 図）． 

これに対し，北部フォッサマグナの東縁については様々

なモデルが提唱されてきたが，いずれも説得力に欠く．そ

の理由は，北部フォッサマグナの東縁が第四紀の火山噴出

物や堆積物によって完全に被覆されていることに起因す

るが，それ以上に，そもそも北部フォッサマグナの成因が

不明だからである．非常に厚い地層が分布する範囲が北部

フォッサマグナであるが，その定義如何によって境界線の

引き方が異なってしまう．換言するなら，北部フォッサマ

グナの成因とその東縁問題は表裏一体の問題であって，両

方を同時に明らかにしなければならない．本論の後半で議

論するように，関東平野の利根川付近に伏在する利根川構

造線が，北部フォッサマグナの東縁であると私は考えてい

る（高橋，2006）．

さて，フォッサマグナについて概要を述べたが，西南日

ୈ �ਤɹ�ೆຊ֎ଳͷଳྻΛஅ͢ΔϑΥοαϚάφɽؔ౦ରߏۂͱݺΕΔଳྻͷେ۶ۂɼաڈ ���� ສؒʹͬͯ
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本外帯の帯状配列はフォッサマグナによって分断された後

に，関東山地で再び地表に現れている（第 3 図）．三波川

帯は，赤石山地で分布幅が非常に狭くなったり，あるいは

ところどころ分布が途切れているが，関東山地では再び分

布幅を拡げ，関東平野の第四系に被覆されるまで連続して

露出している．そして，その南側にはジュラ紀付加体であ

る秩父帯が，さらに白亜紀以降の付加体である四万十帯が

分布し，明瞭な帯状配列が認められる．したがって，関東

山地は間違いなく西南日本外帯に帰属する．

このように，赤石山地と関東山地で帯状配列の連続性が

保持されていることから，先新第三系地体構造の議論や東

西日本の境界に関する考察において，フォッサマグナの

存在を深く考慮する必要はないであろうと考えられてき

た．問題となる先新第三系基盤岩類の帰属という意味では，

フォッサマグナは西南日本の内部に形成されたことに異論

を挟む地質研究者はほとんどいないからである．

２．関東平野下の不連続

関東山地と足尾山地との間に基盤岩類を分断する地質学

的不連続が存在することは，本邦地質学の歴史における早

い段階から指摘されてきた．例えば，関東山地は西南日

本表帯（外帯）の赤石山地に連続すべきものであり，一方，

阿武隈山地は西南日本裏帯（内帯）に相当すると小川琢治

が論じたのは 19 世紀末であった（小川，1899）．その根

拠は，九州から関東山地まで連続する西南日本外帯の明瞭

な帯状配列が，関東平野を越えると，北側の足尾山地や八

溝山地には全く認められないからである（第4図）．そして，

西北西 – 東南東に延びる関東山地の地帯配列と，おおよそ

南北方向の基盤構造と考えられる東北日本が，利根川中流

低地帯を挟んでほとんど直交しているからである（小林・

大塚，1938）．
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小林・大塚（1938）は，東北日本が関東山地に対して大

きく東方（太平洋側）に移動した際の水平横ずれ断層帯と

して，利根川に沿う関東構造線帯（関東構造線）を想定し

た．ただし，関東構造線帯を変位量が非常に大きい幅のあ

る横ずれ破砕帯と考え，銚子の基盤岩類が破砕帯内部に含

まれる場合も考えられるとし，銚子の帰属については必

要を認めないとして議論していない．ただし，Kobayashi

（1941）は東北日本の阿武隈山地に領家帯と三波川帯が延

長されると考えており，西南日本の地帯配列が関東構造線

によって一旦は分断されてはいるものの，西南日本の地帯

配列は東北日本にも連続すると考えていたようである．

より詳細な地質調査がなされている今日では，関東山地

と足尾山地や八溝山地との間の地質学的不連続はさらに明

瞭である．西南日本外帯の秩父帯に含まれる無数の石灰岩

やチャートなどの巨大な岩塊は，西南日本外帯の帯状配列

とほぼ並行に延びるが，同様の岩相組み合わせからなる足

尾帯や八溝帯に含まれる異質ブロックは緩く湾曲した配列

を示し，両者には明瞭な地質構造の差が認められる．例え

ば，足尾山地では石灰岩の巨大なブロックが馬蹄形に分布

している．巨視的には，緩く湾曲した石灰岩の巨大なブロッ

クが，ジュラ紀付加体の基質である砂岩や泥岩に対して低

角度の姿勢で取り込まれていることを示唆する．石灰岩だ

けでなくチャートや海洋底玄武岩等の緑色岩ブロックも，

巨視的には石灰岩ブロックと同様に馬蹄形の分布を示し，

低角度の地質構造を示している．

これに対し，関東山地の秩父帯では北に急傾斜した地質

構造が卓越し，地質図では西北西 – 東南東方向に連なる巨

大な異質ブロック列が明瞭である．周知のように，西南日

本外帯の秩父帯は北から北帯，中帯，および南帯に区分さ

れているが，先ジュラ系や古期深成岩・変成岩体で特徴づ

けられる中帯は黒瀬川帯とよばれている．関東山地では黒

瀬川帯を特徴づける先ジュラ系の分布が非常に断片的で，

境界断層に沿って蛇紋岩が貫入する山
さんちゅう

中地溝帯の非変成山

中層群（下部白亜系）分布域が秩父中帯に相当すると考え

られている．西北西 – 東南東方向に連続する山中地溝帯が

秩父中帯（黒瀬川帯）であるとすると，それはまさに西南

日本外帯の直線的地帯配列に合致する．

関東山地では，山中地溝帯の南側が秩父南帯とされて

いる．秩父南帯では高角度で北に傾斜する構造が卓越す

るので，地質図にはチャートや石灰岩ブロックが直線状

に連なって示されている．一方，山中地溝帯の北側は秩

父北帯とされるが，その地質構造は低角度の断層を介して

重なったパイルナップ構造であると考えられている．した

がって，地質構造を考慮するならば，足尾帯は低角度の構

造が支配する秩父北帯に類似するが，その場合，その内帯

側（北ないし西）には三波川変成岩が分布するはずなので，

足尾帯が西南日本外帯に対応するとは考えられない．すな

わち，基盤岩類の地質構造の不連続だけでなく，三波川帯

およびその北縁である中央構造線が関東山地以北で発見さ

れないことが，東西日本の地質学的不連続の決定的論拠と

なっている．

このように，関東山地では三波川帯，秩父帯，四万十帯

の帯状配列だけでなく，秩父帯に分布する下部白亜系山中

層群の分布域（黒瀬川帯）や，ジュラ紀付加体中の巨大な

異質ブロックの分布方向など，西北西 – 東南東方向の直線

的地質構造が明瞭であり，湾曲構造が顕著な足尾山地とは

明らかに地質構造が不連続である．関東山地と足尾山地の

間の利根川中流低地帯は第四系によって被覆されているた

めに，両山地の基盤構造の不連続境界を直接観察するこ

とはできないが，第四系の地下深部には基盤構造を切断す

る規模の大きな断層（構造線）が伏在するのは確実である．

そのような断層として，関東構造線（小林・大塚，1938）

とか利根川構造線（望月，1950），あるいは柏崎 – 銚子線

（山下，1970）などの推定断層が古くから想定されてきた．

付加体の概念が存在せず，地向斜の考え方で日本列島の地

質構造発達史を解釈していた当時でも，関東山地と足尾山

地の間の地質学的不連続の存在は，本邦地質学の第一級の

問題であったわけである． 

少なくとも 20 世紀初頭には，西南日本外帯が足尾山地

や八溝山地の基盤岩類にそのまま連続しないことが認識さ

れていたが，今日の地質学的視点に立脚するとその判断が

より鮮明となる．西南日本を内帯と外帯に二分する中央構

造線は，白亜紀の高温型変成帯である領家帯と高圧型変成

帯である三波川帯の境界断層である．全く形成場の異なる

ふたつの変成帯が，現在では断層を介して接しているわけ

だから，中央構造線の成因や運動史は，日本列島の地質構

造発達史の中核を成すものと多くの地質研究者は考えてき

た．

四国や紀伊半島，中部地方では領家変成岩と三波川変成

岩が断層を境に接している露頭が多く確認されており，中

央構造線は九州東部から四国，さらに紀伊半島を横切り，

赤石山地を北上して諏訪湖までほぼ連続して追跡される．

一方，関東山地では三波川変成岩と新第三系が断層で接し

ている場合がほとんどで，領家帯との直接的な関係を確認

できる露頭は皆無に等しい．しかしながら，白亜紀の花崗

岩やその変成岩からなる領家帯の岩石と，高圧型変成岩で

ある三波川帯の結晶片岩を野外で区別することは比較的容

易であることから，中央構造線の断層露頭そのものが確認
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されなくとも，花崗岩類の露出域と結晶片岩の露出域の間

に中央構造線が存在していると判断されている．関東山地

の北縁に推定されている中央構造線は，そのほとんどがこ

のような根拠でトレースされている．

このように，西南日本の外帯と内帯を区別する根拠とし

て，三波川変成岩（結晶片岩）と領家花崗岩・変成岩が野

外で確認されることが重要である．言い換えるならば，白

亜紀花崗岩・変成岩類が野外で確認されれば，少なくとも

その場所は三波川帯ではなく領家帯であろうと地質研究者

は判断するであろうし，結晶片岩が確認されれば三波川帯

であると結論づける．中央構造線は領家変成岩と三波川変

成岩との境界断層であるが，断層そのものが単独で存在し

ているわけではなく，断層面を挟んだ両側の物質とセット

で存在し規定される．例えば，断層の両側がいずれも白亜

紀花崗岩であったなら，それは領家帯の中のひとつの断層

であって，中央構造線とは呼ばないであろう．中央構造線

を規定するためには，領家花崗岩・変成岩と三波川変成岩

の両方の存在が必須なのである．

さて，このような視点を持って地質図を眺めると，足尾

帯や八溝帯が西南日本の外帯には相当しないことが明らか

であろう．足尾山地や八溝山地，あるいは筑波山周辺には

白亜紀末期から古第三紀初頭の花崗岩類が貫入しているの

で，それらが皆無である西南日本外帯に対比されることは

あり得ない（第 5 図）．さらに，阿武隈山地や北上山地の

地質を概観すれば，足尾山地や八溝山地だけでなく，東北

日本の陸域はすべて西南日本の外帯ではなく内帯に相当す

ると予想される．とすると，西南日本外帯である関東山地

の北側に，西南日本内帯に相当する足尾山地や八溝山地，

さらに阿武隈山地が位置していることから，関東山地に対

して東北日本の陸域が東方に大きくずれていることにな

る． 

このように，ナウマン以来議論されてきた東西日本の地

質学的境界は，長年に亘って利根川付近に推定されてきた．

ところがその後，日本列島の中・古生界は，阿武隈山地と

八溝山地の間の棚倉破砕帯を境に東北日本と西南日本に区

分されるとする考えが広まった．関東構造線や利根川構造

ୈ �ਤɹ�ؔ ౦ํपลҬͷج൫ྨؠͷଳ۠ɽೆຊ֎ଳͷ໌ྎͳଳঢ়ྻؔ౦ࢁ·Ͱ࿈ଓ͢Δ͕ɼඌࢁീࢁߔͷج൫ߏ
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線などは，第四系によって被覆されているため地表では全

く確認することができない推定断層である．これに対し，

野外で直接観察される棚倉破砕帯に沿っては，中央構造線

と同様に地下深部の剪断帯に特徴的なマイロナイトが形成

され，白亜紀の大規模な左横ずれ剪断帯であることが構

造地質学的に明らかにされた．その結果，棚倉破砕帯は東

北日本の地質における第一級の断層であり，西南日本の中

央構造線に匹敵する大断層であると考えられるようになっ

た．そして，棚倉破砕帯こそ東西日本の地質学的境界であ

るとする考えが，日本の地質研究者に受け入れられる．そ

の要因として，関東平野のボーリング調査により掘削され

た基盤岩と，銚子にわずかに露出する先新第三系基盤岩類

が重要な役割を演じることとなる． （第三話につづく）
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SIP「次世代海洋資源調査技術」における
産総研の 2015 年度の成果と今後の取り組み
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１．はじめに

戦略的イノベーション創造プログラム（Cross-ministerial 

Strategic Innovation Promotion Program：SIP）は， 総 合

科学技術・イノベーション会議（CSTI）が司令塔機能を発

揮して，府省の枠や旧来の分野を超えたマネジメントによ

り科学技術イノベーションを実現するために創設された

国家プロジェクトです．このプロジェクトは，国民にとっ

て真に重要な社会的課題や，日本経済再生に寄与できるよ

うな世界を先導する課題を解決することを目的としていま

す．その特徴として，1）社会的に不可欠で，日本の経済・

産業競争力にとって重要な課題を総合科学技術・イノベー

ション会議が選定すること，2） 府省・分野横断的な取組

み，3） 基礎研究から実用化・事業化までを見据えて一気

通貫で研究開発を推進すること，4）企業が研究成果を戦

略的に活用しやすい知財システム，が挙げられます．

産総研地質調査総合センター（GSJ）地質情報研究部門

は，11 課題ある SIP プログラムのうち，「次世代海洋資源

調査技術」（PD，浦辺徹郎東京大学名誉教授，国際資源開

発研修センター顧問）に発足当初の 2014 年度から参画し

ています．本論では，この SIP プログラムにおける成因研

究に関する GSJ の 2015 年度までの成果と，第 3 事業年

度となる今年度の取り組みを紹介します．

なお，本論における SIP 施策全体および「次 世 代 海

洋資源調査技術」全体に関する記述は，内閣府のウェ

ブサイト（注 1）やパンフレットに公開されている資料に 

基づいており，全体としてそれらの内容を引用・要約した

ものです．SIP 施策「次世代海洋資源調査技術」に関して

は，研究開発計画（内閣府政策統括官，2016）に，より詳

しい記述があります．また，本 SIP プログラムの成因研究

に関する GSJ の取り組みの全体像については，本論にお

ける完結性を保つために，山崎・池原（2014）及び山崎ほ

か（2015）に基づいて記述しており，それらと一部重複が

あります． 

キーワード： 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP），次世代海洋資源調査技術，
海底鉱物資源，海洋地質

１）産総研 地質調査総合センター地質情報研究部門
２）産総研 地質調査総合センター活断層・火山研究部門

２．「次世代海洋資源調査技術」（海のジパング計画）の概要

我が国は，国土面積の 12 倍を超える領海・排他的経済

水域を有しており，これらの海域には，産総研をはじめ，

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC），

国立研究開発法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）や大学

等の海洋調査によって，海底熱水噴出口を伴う塊状硫化物

やコバルトリッチクラストなど，数多くの有用元素濃集域

の存在が報告されています．しかしながら，これらは厚い

海水に覆われているため，資源の確認や開発，利用のため

には，有望海域を絞り込むための海洋資源の成因解明研究

や，従来よりも飛躍的な効率で調査するための調査機器・

手法の開発，さらに，開発に伴う海洋環境悪化を防止する

ための海洋環境を長期に監視する技術の開発が必要です．

SIP プログラム「次世代海洋資源調査技術」（海のジパン

グ計画）では，府省連携のもと，海洋鉱物資源の科学成因

論に基づいた，低コスト・高効率で調査する技術及び将

来の海洋資源開発に不可欠な環境影響評価手法の開発に

取り組んでいます．これらの実現のため，本 SIP プログラ

ムでは（1） 海洋資源の成因に関する科学的研究，（2） 海

洋資源調査技術の開発，そして （3） 生態調査・長期監視

技術開発の 3 つの柱で研究開発を実施しています．さら

に，2015 年度からは，既存の取組みの充実に向けて，大

学等を取り込んで海洋資源調査技術を産学官一体で開発

し，海洋調査産業の創出の加速を目指しています．GSJ 地

質情報研究部門は，研究開発の 3 本の柱のうち，「（1）海

洋資源の成因に関する科学的研究」において JAMSTEC と

連携しているほか，後に述べる地球深部探査船「ちきゅう」

を用いた海底熱水鉱床の成因研究においては，国立大学法

人九州大学を代表とする研究課題と連携して研究開発を

推進しています．加えて，「（2） 海洋資源調査技術の開発」

実施機関である民間の次世代海洋資源調査技術研究組合

（J-MARES）及び一般社団法人海洋調査協会（JAMSA）と連

携し，成因研究で得られた科学的知見や海洋調査技術の民
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間企業への橋渡しを目指しています．

3.　産総研の取り組みの全体像

我が国周辺の海洋鉱物資源有望海域は数千 km2 規模で

あり，船舶や探査機が短期間で行動でき概査が可能な面積

である数百 km2 規模にまで絞り込むためには，資源の形

成過程や濃集メカニズム等の成因解明による地球科学的根

拠に基づいた手法を用いるほかに考えられません．また，

その後の準精査によって有望海域をさらに絞り込むため

にも，成因論に基づき最適な取得データ項目や調査機器の

スペックを決定することが重要です．そして，その海洋資

源の成因を深く理解するためには，採取試料の化学分析等

の知見に加え，海洋調査によって得られる空間的広がりを

持った海底地形や海洋地質情報等の知見が必要です．

GSJ は我が国の「地質の調査」に関するナショナル・セ

ンターとしての役割を担っており，地質学的研究の多岐に

わたる専門家を有しています．また，同センターでは，過

去 40 年以上にわたり日本周辺海域の海洋地質学的研究及

びその成果としての海洋地質図の出版を行っており，海

域の地質調査による資試料の取得からその解析・分析を

一貫して行うことのできる組織です（例えば，荒井ほか，

2013）．海底鉱物資源に関しては，特にこの数年，沖縄周

辺海域において活発な熱水活動域を複数域で発見し，多

種類の金属を含む塊状硫化物等の採取に成功しています
（注 2 ～ 4）．そこで，本 SIP プログラムにおける「海洋資源の

成因に関する科学的研究」において，GSJ では，海洋資源

の調査手法開発に資するため，地質学的観点から，造構場

や成因に由来する地形的・地球物理学的情報や，岩石学

的・地球化学的情報を取得・解析し，新たな有望海域の抽

出に資する各種地球科学的指標の特定と，有用元素濃集

域形成をともなう造構モデルの構築を行うことを目標と

しています．このうち，前者の各種地球科学的指標の特定

は，JAMSTEC と連携し，「海洋資源の成因に関する科学的

研究」全体として一体となって研究開発を推進するもので，

後者の造構モデルの構築は，GSJ の有する地質学的知見に

基づいて GSJ が主導して推進するものです．

4.　これまでの研究成果

本 SIP プログラムの 3 本柱である，「海洋資源の成因に

関する科学的研究」と「生態調査・長期監視技術開発」と

の共同調査航海として，2014 年 7 月 8 日から 7 月 26 日

までの 19 日間にわたり，沖縄トラフ伊
い へ や

平屋北海丘（水深

約 1,000 m）において，地球深部探査船「ちきゅう」によ

る掘削航海が実施されました．また，「海洋資源の成因に

関する科学的研究」の一環として，2015 年 2 月 3 日から

2 月 12 日までの 10 日間，南鳥島沖の拓洋第 5 海山の水

深 3,000–4,000 m において，深海調査研究船「かいれい」

による，海底資源探査用遠隔操作無人探査機（Remotely 

operated vehicle：ROV）「かいこう Mk-IV」を用いたコバ

ルトリッチクラスト調査航海が実施されました．これらの

成果の概要は，山崎・池原（2014）及び山崎ほか（2015）

に紹介しています．

第 2 事業年度となる 2015 年度は，2016 年 2 月 15 日

から 3 月 17 日までの 32 日間にわたり，沖縄トラフ伊平

屋北海丘及び伊平屋小海嶺（水深約 1,550 m）（第 1 図）に

おいて「ちきゅう」によって海底熱水域掘削調査航海が

実施され，GSJ から乗船研究者として参加しました．この

掘削結果の速報は，航海終了時の 3 月 18 日に JAMSTEC

からプレス発表されており（注 5），以下の船上での成果は

主としてこの発表に基づくものです．この掘削航海では，

2014 年度と同様に掘削同時検層（Logging/Measurement 

While Drilling: LWD/MWD，以下 LWD）機器を用いて掘

削を実施し海底下の物理検層を行った後，隣接した場所で

コア試料取得のための掘削を行いました．さらに，伊平屋

北海丘及び伊平屋小海嶺の各 1 孔において，熱水の物理

パラメーター（温度，圧力，流量）長期観測や鉱物沈殿プ

ロセスを観察するためのモニタリング装置を設置しまし

た．LWD の結果，詳細な物理検層データと地震波探査構

造解析との照合に成功したほか，2014 年度の掘削では観

察されなかったパターンの，ガンマ線強度と比抵抗の深度

方向への変化を新たに捉えることなどに成功しました．ま

た，掘削孔における鮮明な孔壁比抵抗画像の取得に成功し

ました．引き続く掘削試料採取では，硫化鉱物濃集層，変

質粘土層，変質火山岩層及び珪化岩層など熱水鉱床を構成

する典型的な岩相から網羅的にコア試料を取得することに

成功しました（第 1 図）．特に伊平屋北海丘では熱水鉱床

マウンドを海底下 208.5 m まで掘削し，掘削孔全体を通

じて各岩相の層厚や物性データを取得することができたほ

か，伊平屋小海嶺においては，珪長質岩から構成される伊

平屋北海丘とは著しく異なる，玄武岩質の一連の層序を観

察・取得することに成功しました．

JAMSTEC と連携した掘削航海に加えて，2015 年度は

海洋地質調査手法の精度向上に資する研究開発の一環とし

て，2014 年度に導入した深海曳航式海底調査機器の実海

域での運用を実施しました（第 2 図）．この調査航海では，

海底面から高度100 ｍ 以内で機器を曳航することにより，
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海底面の詳細なサイドスキャンソナーイメージやこれまで

認められなかった地点において水中音響異常を効率的に捉

えることができました． 

産総研の研究開発の目標である造構モデルの構築に際し

ては，特定元素の濃集に係る熱水活動と火成活動との成因

的関係や地質構造発達史の解明のために，地質学的な諸現

象に対して年代軸を与えるという作業が決定的に重要で

す．そこで，2015 年度は，Ar-Ar 年代測定システムを導

入し，高精度の年代測定環境の整備を開始しました（第 3

図）．Ar-Ar 年代測定法は，岩石中に含まれる放射性カリ

ウムがアルゴンに放射壊変することを利用した岩石の年代

測定法です．産総研では，過去 20 年間にわたり Ar-Ar 年

代測定を実施しており（石塚，2006），国の大陸棚限界画

定調査でも，日本近海の地殻構造発達史の解明に大きな役

割を果たしました（例えば，石塚ほか，2015）．今回この

システムの心臓部である質量分析計について，最新のマ

ルチコレクター（多検出器）型希ガス質量分析計を導入し

ました（第 3 図）．この質量分析計はこれまでの質量分析

計にはなかった優れた特徴を持っています．Ar-Ar 年代測

定で測定が必要なアルゴンの 5 つの同位体（36Ar，37Ar， 

38Ar，39Ar，40Ar）を同時に計測できる 5 つの検出器を

備えると同時に，極微量試料の測定の場合に使用できる二

次電子増倍管も備えています（第 3 図）．このため，これ

までより大幅に測定時間を短縮できると同時に，高精度な

年代決定が可能となります．海底での岩石試料採取では，

採取量が限られていたり，海底熱水活動等による風化・変

質により，分析に適した試料の量が極めて限られているこ

とがよくあります．今回導入したシステムは，このような

状況下でも正確で誤差の小さな岩石の形成年代を与えるこ

とが可能です．このシステムにより，海底掘削や調査船に

よるサンプリングによって得られた岩石試料の年代を精度

良く決定し，火成活動史，構造発達史の解明に貢献するこ

とが期待されます．

5.　産総研における 2016 年度（第 3 事業年度）の取り組み

産総研の SIP 全体開発計画書（5 カ年）では，中間目標と

して本年度（第 3 事業年度）に，特定の検討海域での造構

モデルの提案を掲げています．この目標に向けて，本年度

は特に海底熱水鉱床の成因研究に重点的に取り組みます．

具体的には，2014–2015 年度に SIP 事業として科学掘

削が行われた伊平屋北海丘及び伊平屋小海嶺をモデル海域

として，これまでに得られた岩石試料の全岩・鉱物化学組

成分析，同位体比測定，岩石の表面伝導度計測等を実施

し，資源濃集部周辺の基盤岩類の岩石学的・地球化学的・

物性的特徴を明らかにします．これらの結果をもとに，モ

デル海域周辺の基盤岩類である火成岩類の成因と起源，噴

火様式等の詳細な検討を進め，熱水活動を規制する熱源の

実態や岩石層序，広域的な地質構造等に関する造構モデル

を構築・提案します．さらに，基盤岩類等の形成年代を得

るため，2015 年度に導入した Ar-Ar 年代測定システムに

よる高精度の年代測定環境の整備を続けます．

一方，空間的な広がりをもった海底地形や海洋地質情報

と，資源を胚胎する地殻形成過程・地質構造発達史との関

連性を検討するための，地形地質調査手法の精度向上に関

する研究開発も引き続き行っていきます．この研究開発の

結果は，既存の調査機器を用いた民間等における効率的な

調査技術開発に直接的に貢献することが期待されることか

ら，SIP 実施項目「海洋資源調査技術の開発」に従事する

民間の J-MARES や JAMSA との共有により，産総研が実
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施する成因研究における成果の民間への橋渡しを目指しま

す． 

コバルトリッチクラストの成因研究に関しては，これま

でに引き続いて，モデル海山として調査が予定されている

拓洋第 5 海山等において，ROV「かいこう Mk-IV」を用い

たコバルトリッチクラストの詳細な産状観察や試料を実施

し，JAMSTEC や高知大学等と分担して化学分析・解析を

実施し，成因・形成過程についての研究を連携して進めて

いきます．

6.　おわりに

本 SIP プログラムは，地質調査総合センターの有する海

洋地質学的な知見・地質情報に関するこれまでの蓄積を活

かし，科学的知見や基礎研究成果を，出口を見据えた調査

機器開発や民間での調査技術開発に活かす「橋渡し研究」

の一環です．私たちは，我が国の地質調査に関するナショ

ナル・センターとして継続的かつ着実な地質情報の整備を

行うと同時に，こうした SIP の取り組み以外の産総研独自

の調査航海等を含めた経験や科学的知見の蓄積の継続的な

努力によって，我が国最大級の公的研究機関として日本の

産業や社会に役立つ技術の創出とその実用化や，革新的

な技術シーズを事業化に繋げるための「橋渡し」を目指し，

今後もより一層の成果の獲得とその成果普及に努めていき

ます．

注 1 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP：エスアイピー）
http://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/index.html（2016/4/7
確認）

注 2 沖縄県久米島西方海域に新たな海底熱水活動域を発見（2012
年12月12日プレス発表）http://www.aist.go.jp/aist_j/press_
release/pr2012/pr20121212_3/pr20121212_3.html 
（2016/4/7確認）

注 3 鹿児島県徳之島西方海域に新たな火山活動域を発見（2013年9
月9日プレス発表）http://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/
pr2013/pr20130909/pr20130909.html （2016/4/7確認）

注 4 沖縄県硫黄鳥島周辺海域のごく浅海に海底火山を発見（2014
年3月6日プレス発表）http://www.aist.go.jp/aist_j/press_
release/pr2014/pr20140306/pr20140306.html （2016/4/7
確認）

注 5 地球深部探査船「ちきゅう」による「沖縄トラフ熱性性堆積物
掘削II」について（航海終了報告）（2016年3月18日プレス発
表 ） h t t p : / / w w w . j a m s t e c . g o . j p / j / a b o u t / p r e s s _
release/20160318/ （2016/4/7確認）
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産総研と鹿児島地方気象台との連携による
火山灰処理と 2014 年研修会報告

େੴ雅೭ �ʣ��ʣɾٶү࣏ �ʣ

１．はじめに

火山噴火は，一連の活動の最初に最大の活動が起きると

は限らず，しばしば，活動の後半に最大規模の噴火が起き

たり，継続的に噴火を繰り返すなど活動が長期化しうるこ

とが特徴である．噴火活動が継続的になると，避難など長

期的な災害対策計画を整えるため，活動推移の予測が必要

となる．火山噴火の推移予測のためには，地震・地殻変動

観測といった地球物理的な観測が精力的に行われている．

一方，地下からの物的証拠としての火山噴出物も，特徴と

その時系列変化から，噴火メカニズムの理解と活動の推移

予測に資することができる．そのため産総研では，火山噴

火が発生した場合にいち早くその噴出物の解析を行ってい

る．

桜島火山（第 1 図）は 1955 年以降，火口位置や噴火頻

度の変化はあるものの爆発的な噴火を繰り返している．特

に 2008 年頃から昭和火口における噴火の頻度は大幅に

上がり，2011 ～ 2015 年にかけては，年間の噴火回数が

2014 年を除き 1000 回を超える状態が続いている（気象

庁）． 産総研は 2012 年から気象庁鹿児島地方気象台と連

携し，桜島火山の火山灰の特徴の記載を継続的に行ってい

る．具体的には，鹿児島地方気象台が定期的もしくは現地

観測中に採取した火山灰に対して，基本観察（おもに火山

灰構成粒子の種類や粒子タイプごとの含有量などの解析）

を行ってその結果を鹿児島地方気象台に報告している．さ

らに，火山灰の構成粒子などの基礎的な特徴が大きく変化

した場合に，いち早くそれを把握することができるように，

鹿児島地方気象台で火山灰の処理を行い，画像を撮影，即

座に産総研へメール添付で送付する手筈になっている．

気象庁と産総研によるこのような火山灰観察の連携体制

が確立された背景には，2011 年に発生した霧島新
しんもえ

燃岳噴

火の苦い思い出がある．この噴火において，1 月 26 日の

準プリニー式噴火に先立つ約 1 週間前の火山灰中にマグ

キーワード： 気象庁鹿児島地方気象台，研修会，連携，火山灰，桜島火山１）立正大学地球環境科学部地理学科　　　 
２）2011–2014 年産総研特別研究員
３）産総研 地質調査総合センター活断層・火山研究部門

マ物質が含まれていたにもかかわらず，火山灰の入手に時

間がかかったため把握が準プリニー式噴火の前日にまで遅

れ，せっかくの火山灰観察成果を噴火推移の予測に結びつ

けることができなかったのである．産総研との火山灰観察

の連携体制が確立する以前，気象庁は，火山灰の解析を業

務として行うことを原則としていなかった．火山灰の基本

観察の手法を気象庁の担当者と共有する必要が生じたた

め，産総研は気象庁と情報交換を行い，また，火山灰解析

に適した実体顕微鏡の貸与などを行うようになった．さら

に定期的に鹿児島地方気象台において産総研の研究者が火

山噴出物や火山噴火に関するレクチャーや情報交換を行っ

て，協力体制を補強してきた．本稿では，2014 年 3 月 5

日に鹿児島地方気象台で実施された研修会（第 2 図）での，

産総研によるレクチャーの概略と，鹿児島地方気象台にお

ける火山灰採取，処理，解析方法の紹介の様子を紹介する．

ୈ �ਤɹࡩౡՐࢁपลͷҐஔਤɽ
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２．火山灰の処理方法およびその意義に関するレクチャー

産総研のレクチャーでは，産総研で行われている火山灰

の処理と基本的観察の手法，およびその意義について紹介

された．特に鹿児島地方気象台と産総研とで基本的な観察

方法を統一することは，高品質のデータ蓄積をはかるう

えで重要であるため，産総研における噴出物の採取から処

理，解析に至る手法について説明された．試料の採取にあ

たっては，風などによる降灰後の再移動や異物の混入（コ

ンタミネーション）を防止することや，定面積での試料採

取を行って単位面積当たりの降灰量データを蓄積すること

が紹介された．鹿児島地方気象台でも試料採取時に定面積

での試料採取によって，単位面積当たりの降灰量を求めて

いる．火山灰の処理については，火山灰試料 1 ～ 2 g をビー

カーにとって水道水を加え，超音波洗浄器で 1 分程度洗

浄し，水の濁りがなくなるまで必要に応じて超音波洗浄と

水洗を繰り返す手法が紹介された．洗浄が完了した試料は，

実体顕微鏡を用いて構成粒子の種類や含有量の観察が行わ

れる．また粒子の種類（ガラス質粒子か岩片か，また気泡

の有無，など）の分類を行ったうえで，それらの含有量を

求め，構成粒子の時系列変化の解析を行っている（第 3 図）．

現在の桜島火山はブルカノ式の単発の爆発的噴火を繰り返

しているが，そのような噴火様式が変化，例えば継続的な

マグマ噴火に移行する場合，マグマ由来の粒子，特に発泡

の良いガラス質粒子の増加など，何らかの構成粒子の変化

が起こる可能性があり，それをいち早く検知できることが

期待される．

さらに，産総研で行われている火山噴出物の多様な解析

によって分かること，すなわち火山灰の解析をすることに

よって火山噴火のメカニズムを明らかにすることができる

など，火山灰解析の意義に関するレクチャーが行われた．

例えば火山灰粒子の表面に付着する水溶性成分や表面の色

の変化により，マグマの上昇から火山灰形成，大気中での

火山灰のふるまいに至るプロセス，メカニズムに関する知

ୈ �ਤɹ�ࣛ ৬һʹΑΔݚ૯࢈मձͰͷɼݚʹ͓͚Δؾౡํࣇ
ϨΫνϟʔɽ
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見を得ることができることが説明された．

３.　鹿児島地方気象台における火山灰採取・処理・撮影

ここでは 2014 年の研修会で見学した，鹿児島地方気象

台における桜島の火山灰の採取，処理と写真撮影の様子に

ついて報告する．

コンタミネーションや再移動のない火山灰を採取するこ

とは，一連の観察を行う上で重要な出発点である．鹿児島

地方気象台のある第 2 合同庁舎の敷地内には，降灰採取

用の金属製のバットが設置されている．ここは桜島火山

の南西約 11 km 地点にあたる．バットの大きさは 66.5 ×

51.6 cm の長方形（第 4 図）で，深さは 6 cm である．毎朝

9 時に，バットを交換すると同時に，バット内に堆積した

火山灰を採取している．一方，桜島島内の黒神河原（昭和

火口から約 3 km 地点）にも，63 × 47 cm で深さ19 cm

のプラスチック製のバット（第 5 図）が設置されている．

これはおもに礫サイズの噴出物の採取を目的としている．

礫サイズの噴出物はこのようなプラスチックのバットの底

面に着地した際にバウンドして外に飛び出す恐れがある．

このため，今回は見学できなかったが，底面に緩衝材を敷

いているものもあるという．なお，バットには 10 kg の

重石が置かれ，風でバットが転動しないようにしてある．

また，雨水の排水のための穴が隅に開けられている．

採取された火山灰試料は，火山現業室と呼ばれる室内

のスペースに運ばれて処理されている（第 6 図）．まず大

さじ 0.5 ～ 1 杯をビーカーにとって超音波洗浄にかける．

約 30 秒超音波洗浄して水道水ですすぐことを 3 回程度繰

り返し，上澄みの濁りがなくなれば終了とする．数十分

といった長時間，超音波洗浄するとガラス粒子の形態が

変化するおそれがあるが，鹿児島地方気象台の手法は丁寧

かつ必要最小限の洗浄を行っている．なお丁寧に洗浄する

のは，2011 年霧島新燃岳噴火の際の噴出物を処理する際

に，降下火砕物の気泡中のごみを取りたかったことが発端

であるという．顕微鏡観察は，携帯型の実体顕微鏡「ニコ

ン製ファーブル」のうち，デジタルカメラを接続するブラ

ケットが付属するものを用いている．倍率は 20 倍固定で

ある．光源については，スタンドがついているミニ LED

ライトを使用している．これを用いて，試料が水で濡れた

状態と乾燥状態との 2 種類の写真を撮影している．

撮影された写真は試料採取状況のレポートとともに産総

研の火山灰観察メーリングリストに送られる．産総研では

複数の研究者が当番制でこの写真を観察し，構成粒子の種

類，マグマ由来と推定されるシャープな形態を有するガラ

ス質粒子の有無や含有量，特に発泡粒子の有無や含有量な

どに関してコメントを返している（第 7 図）．必要に応じ

て，構成粒子の含有比の解析や SEM 像撮影，化学組成のୈ �ਤɹ�ࣛ औʹ༻͍ΒΕ͍ͯΔ࠾తͳ߱փظͰఆؾౡํࣇ
όοτɽ
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測定，色や付着成分の測定等を目的として，試料そのもの

の送付を依頼する場合もある．また場合によっては，鹿児

島地方気象台への返信だけではなく火山噴火予知連絡会へ

の報告も行われている．

４.　おわりに

2014 年 3 月に行われた気象庁鹿児島地方気象台におけ

る研修会で，産総研から火山灰処理の実際的な手法とその

意義についてレクチャーを行い，鹿児島地方気象台からは

火山灰の採取・処理・撮影方法について紹介された．これ

により，鹿児島地方気象台で桜島火山を始めとする噴火火

山灰の撮影と必要に応じた試料提供，産総研での写真への

コメントや試料分析といった協力関係の情報共有による高

品質化がはかられた．

このようにいち早く現地で噴出物試料を採取して即時的

な観察・記録を行うことを現地の気象台が担い，それを火

山の研究機関や研究者がフォローし，さらに深い解析に

よって噴火メカニズムを推定するといった，複数機関によ

ୈ �ਤɹ�ࣛ ΒίϝϯτΛ͔͠ݚ૯࢈ʹӨͷࣸਅࡱؾౡํࣇ
ͯฦͨ͠Ϩϙʔτͷྫɽ

OISHI Masayuki and MIYAGI Isoji （2016） Cooperation 
of analysis about volcanic ash between Kagoshima 
Meteorological Office, JMA and Geological Survey of 
Japan, AIST, and the report of 2014 meeting.

（受付：2016 年 4 月 19 日）

る連携は，火山噴火の際の防災初動体制を確立する上で重

要である．そのために，このような研修会の機会に，実際

的な手法に関する情報交換，さらにはそれがどのような意

義を持つのかに関する共通意識を持つことは非常に有意義

であり，今後もこのような協力関係が質・量ともに発展す

ることが期待される．

気象庁および気象庁鹿児島地方気象台には火山灰解析業

務とその研修会，および本稿作成にあたり多大なご協力を

頂いている．また火山灰解析業務は地質調査総合センター

の多くの火山研究メンバーのチームワークにより遂行され

ている．関係各位に感謝いたします．

文　献

大石雅之・下司信夫（2014）桜島火山昭和火口噴火の細

粒火山灰構成粒子の時系列．日本火山学会講演予稿

集，C1- 02，102.
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科学と社会の狭間で：一報道記者として思うこと

ᖛా̍ʣ

私はこの 4 月から，町内会の自主防災組織に加わった．

地質に関する国立研究所の機関紙に「町内会」とはどうい

うことだろうと，違和感を持つ方もいるかもしれないが，

問題を提起したくてペンを取った次第である．

私は日本放送協会（NHK）の記者として，大半の期間を

報道・放送の現場で過ごしてきた．社会部記者時代の取材

テーマは環境と医療，そして災害であった．とりわけ災害

は，NHK 生活最後の部署の放送文化研究所でも，研究テー

マの一つに決めた．

私は誕生日のプレゼントに何がいいかと問われ「鉱物標

本」と答えるなど，小学生の頃から理科，とりわけ地学が

好きであった．記者として最初の地学デビューは，気象台

による北海道駒ケ岳の噴火口調査への同行で，地球の鼓動

を足下に感じる体験であった．しかし，記者の地学関係の

取材というと，学術分野よりも地震，噴火，気象といった

キーワード： 地学，自然災害，防災教育，報道，マスメディア１） 株式会社 NHK グローバルメディアサービス デジタルニュース部

災害のほうがはるかに多い．主なものでも，地震としては

日本海中部地震，北海道南西沖地震，阪神・淡路大震災，

新潟県中越地震，東日本大震災など，火山の噴火は，十勝

岳，有珠山，三宅島などである．これらのうち，東日本大

震災は，地震被害と放送の関係について，放送文化研究所

の研究者としての視点で検証することができたが，従来の

災害報道に対する私の考え方を根底から覆した．

東日本大震災から 1 ヵ月半が経った 2011 年 4 月 27 日，

京都大学防災研究所の調査チームに同行して現地入りし

た（第 1 図）．一関からタクシーで陸前高田を目指したが，

いくつかの峠を越えて 1 時間ほど走ったのち，運転手さ

んが車を止めて言った．「ここが，津波が遡った最上流部

です」と．そこは，山に囲まれた地域（第 2 図の 4）であっ

た．道路わきの大船渡線の線路に上がると，津波の被害に

遭った家屋や流されてきた様々な “ もの ” が，まだそのま

ୈ �ਤɹؠखݝਁਫ༧ଌਤʢؠखݝɼ����ʣͱୈ �ਤʹࣔࣸ͢ਅࡱӨɽ
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まだった．そこは陸前高田市矢
やはぎちょう

作町，気
け せ ん が わ

仙川に注ぐ支流の

左岸で，河口から 6 キロメートルほど遡ったところであ

る．海の気配すら感じられない．私がここに住んでいたと

したら，大津波警報が出されたとしても避難しようとは露

も思わない場所である．

震災の前に岩手県が作成した津波浸水予想図（第 1 図）

によると，川の合流地点でも 50 センチメートル未満，支

流にまで遡ることは予想されていなかった．しかし，実際

は，合流点のすぐ上流にある唯一通行が可能だった国道

343 号線にかかる廻
まあたちばし

舘橋まで津波が押し寄せ，大船渡線

の鉄橋も橋げたまで流されている（第 2 図の 2 および 3）．

しかし，廻舘橋から上流は被害がほとんど無い．その理由

は，川を遡った津波によって流されてきた建物の破片など

が廻舘橋の橋げたに引っかかり，津波をせき止めた状態に

なったため，津波が支流へとまわったと考えられた．

私は愕然とした．心配されている南海・東南海・東海地

震が起き，大津波が発生したら，こうした地域の住民に避

難してもらうためにはどのような放送をすればよいのか，
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その答えがとっさには思い浮かばなかったからである．

被害を軽減する方法の一つとして考えられているのが，

普段からの啓発と訓練である．それには，地震や津波だけ

でなく，洪水や土砂崩れ，火山の噴火などの自然現象への

基礎的な理解が欠かせない．その理解が十分だといえるで

あろうか．大地の現象を学ぶのは地学である．しかし，現

状はどうであろうか．入試科目に地学がある大学はいくつ

あるか．多くは無いと思われる．自然現象が人間社会のそ

ばで起きれば災害となる場合がある．自然に恵まれた日本

では，自然災害と隣り合わせに生活しているともいえるが，

自然現象に対する理解と知識レベルでの災害への備えが十

分とは決していえないのが現状ではなかろうか．

そこで考えたことがある．災害と防災を地学の教科の範

疇に入れ，災害や防災を学校教育の中で学ぶ機会を増やし

てはどうだろうか．小学校から大学までそれぞれのレベル

に応じて教えるのである．教育が迅速な避難につながった

事例を紹介する．「平常心のバイアス」．ご存知の方も多い

と思うが，非常事態に陥っても平常時の延長だと考えたく

なる心理状態のことである．東日本大震災の 3 ヶ月ほど

後，陸前高田市で行った聴き取り調査でもその傾向がうか

がえた．避難行動まで時間がかかった方が多かった中，直

ちに行動を起こした人は消防団や自治会活動で災害とそ

の際の行動に深い知識を持っていたのだ．まさに「知識は

命を救う」のである．研究者の中には，「地学はサイエン

スであり，防災はエンジニアリングだから同一視はできな

い」とお考えの方もおいでだろう．しかし，国民にとって

重要なのは，生命と財産を守ることである．サイエンスと

エンジニアリングは，社会にとっていわば車の両輪である．

一考を是非お願いしたい．

文献

岩手県（2004）岩手県地震・津波シミュレーション及び

被害想定調査に関する報告書（概要版），巻末資料 市

町村別津波浸水予測図，15．

HAMADA Tetsuro（2016）Intermediate between science 
and general public from the viewpoint of news media.

（受付：2016 年 7 月 4 日）
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平成 28 年度地質調査総合センター新規採用職員研修報告

川畑大作（産総研　地質調査総合センター研究戦略部　研究企画室）

地質調査総合センター（以下，GSJ）では，新規採用の職

員を中心に研究の円滑な遂行を目的として新規採用職員研

修を毎年 4 月に行っています．研修内容は，GSJ の歴史や

ミッション，4 ユニット（地質情報研究部門，地圏資源環

境研究部門，活断層・火山研究部門，地質情報基盤セン

ター）の紹介，調査におけるコンプライアンスや安全管理，

共同利用施設紹介，事務手続き，野外巡検，研究発表会な

ど多岐にわたっています．今年度は常勤職員 10 名ポスド

ク研究員 8 名，計 18 名が参加しました（写真 1）．ここで

は，納谷（2015）同様，平成 28 年度の新規採用職員研修

について報告します．

研究発表会

　4 月 13 日から 4 月 15 日までの諸研修の後，4 月 18 日

に新規採用職員による研究発表会を行いました．発表形式

は昨年度に引き続きポスドク研究員の発表をポスターセッ

ションとしました．今年度は，常勤職員による口頭発表 9

件とポスドク研究員によるポスター発表 8 件になりまし

た．今年度は発表会の進行は新規採用職員で行い，ポスタ

ー発表では 2 分間の概要説明を挟む新たな試みを行いま

した．以下は当日の発表者と発表題目です．発表内容の多

様性からもわかる通り GSJ の研究分野は多岐にわたって

います．研究分野に合わせて研究ユニットが構成されてい

ますが，毎年恒例になっているこの研究発表会は全ての研

究ユニットが参加する数少ない機会です．さらに，GSJ 新

人としての自己紹介の機会でもあることから，普段の学会

などでの発表とは異なる緊張感がありつつも活発な議論が

行われていました．

口頭発表

伊尾木圭衣（活断層・火山研究部門 海溝型地震履歴研究

グループ）津波堆積物から求めた 17 世紀北海道巨大

地震の断層モデル構築

草野有紀（活断層・火山研究部門 火山活動研究グループ）

陸上地質調査でわかってきた初期島弧火山の発達史

杉崎彩子（地質情報研究部門 海洋地質研究グループ） 

海底堆積物の光ルミネッセンス年代測定

伊藤　剛（地質情報研究部門 層序構造地質研究グループ）

ペルム紀放散虫の古生物地理：Pseudotormentus 属

の不均一分布

佐藤善輝（地質情報研究部門 平野地質研究グループ） 

浜松平野周辺および足柄平野における完新世後期の地
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形発達過程の復元

後藤宏樹（地圏資源環境研究部門 CO2 地中貯留研究グル

ープ）CO2 の浸入に伴う帽岩の連続的な破壊とシール

能力低下の可能性評価

三好陽子（地圏資源環境研究部門 地圏化学研究グループ）

粘土鉱物資源であるベントナイトの性能評価手法の研

究

金子雅紀（地圏資源環境研究部門 地圏微生物研究グルー

プ）メタン生成場と規模を理解する

高橋幸士（地圏資源環境研究部門 燃料資源地質研究グル

ープ）新生代石炭起源炭化水素ガスの排出タイミング

推定法の開発

ポスター発表

中村淳路（活断層・火山研究部門 海溝型地震履歴研究グ

ループ）宇宙線照射生成核種に基づく木曽山脈の隆起・

侵食史

大槻静香（活断層・火山研究部門 大規模噴火研究グループ）

表面張力による発泡マグマの組織緩和実験：火道増圧

過程への意義

佐藤　稔（活断層・火山研究部門 水文地質研究グループ）

真三軸応力下で累進変形する堆積岩の透水異方性の評

価に関する研究

浜橋真理（地質情報研究部門 地球物理研究グループ） 

コスタリカ沖前弧ウェッジの固結を支配する隆起過程

と沸石沈殿

木下佐和子（地質情報研究部門 地球物理研究グループ）

レシーバ関数解析からみた富士山下の地震波低速度領

域の分布

阿部朋弥（地質情報研究部門 海洋地質研究グループ） 

陸上の津波堆積物の粒度・層厚分布を用いた津波の水

理条件の逆解析法

岩崎晋弥（地質情報研究部門 海洋環境地質研究グループ）

海洋酸性化が浮遊性有孔虫の殻形成に与える影響の評

価　～マイクロフォーカス X 線 CT を用いた有孔虫殻

状態の定量化～

綱澤有輝（地圏資源環境研究部門 鉱物資源研究グループ）

資源処理の高度化を目的とした離散要素法の応用に関

する研究

野外巡検

　4 月 19 日には，野外巡検が行われました．巡検では地

質情報研究部門平野地質グループの中島　礼氏と地質情報

研究部門地殻岩石研究グループの佐藤大介氏が案内を担当

し，新規採用職員 14 名が参加しました．巡検コースは昨

年と同様，つくば周辺の代表的な地質を見学するツアー

で，今年も茨城県稲敷郡美
み ほ

浦村馬
ま が き

掛の最終間氷期の浅海成

層を観察するところから始まりました．中島氏による露頭

の説明を受けながら，参加者はそれぞれ堆積環境や地殻変

動について考察し議論を行いました（写真 2）．昼食を挟ん

で JR 稲田駅（茨城県笠間市）に隣接する「石の百年館」を

見学しました．この施設で茨城県の石である花崗岩を始め

とした様々な石材を見学した後，採石を行っている，（株）

想石の採石場に移動しました．ここは通称「稲田石」と呼

ばれる花崗岩を採石しており，モニュメント作品も展示さ

れています（写真 3）．

　続いて，南下して「真壁トライアルランド」にて花崗岩
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体の貫入関係について観察を行うとともに佐藤氏による解

説があり，貫入の順序に関する議論を行いました．筑波山

方面へ移動し筑波山の地形と地質の概要について説明を受

けた後，筑波山梅林にて関東平野の地形観察を行いまし

た．最終観察地点のつくば市上
か み す が ま

菅間では桜川の河原の露頭

観察を行いました．堆積している礫層について観察があり，

その起源や環境変遷について解説がありました（写真 4）．

まとめ

　本報告では GSJ の新規採用職員研修について述べまし

た．GSJ の研修の前には，約 2 週間の産総研全体の研修が

あり，新規採用職員は 1 ヶ月弱を研修で過ごすことにな

っています．一刻も早く研究に専念したい時期でもありま

すが，長い目で見れば，組織概要からアウトリーチまでを

非常に短期間で学ぶことができたのではないでしょうか．

また，研究発表会では，GSJ の様々な研究分野の専門家に

研究内容を聞いてもらい，別な視点から自分の研究を見る

ࣸਅ �ɹ֎८ݕͷू߹ࣸਅɽ
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良い機会になります．地質標本館の説明員研修や巡検など

では，自分の研究分野についてわかりやすく説明すること

の難しさ，楽しさを再認識していただけたのではないかと

思います．これらの経験はなかなか得がたいものです．

　最後に，研修を実施するにあたり，各研究ユニット，第

七事業所研究業務推進室の皆様には講義や見学，実習など

研修の実施に多大なご協力をいただきました．また巡検に

おいては中島　礼氏，佐藤大介氏に企画，準備，案内など

ご協力をいただきました．前任者の納谷友規氏には研修

全般に関わるアドバイスをいただきました．円滑な研修実

施に協力していただいた新規採用職員の皆様も含め，研修

にご協力いただいた皆様にこの場を借りてお礼申し上げま

す．

　

文　献

納谷友規（2015）平成 27 年度地質調査総合センター新

規採用職員研修報告．GSJ 地質ニュース，4，214–

216．
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